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要 旨 

かがわ総合リハビリテーションセンター病院歯科は1986年4月1日に開設された。香川県における障害者歯

科専門医療機関として、自閉症、発達障害、ＣＰ、脳血管障害後遺症等の患者を対象に歯科診療を行ってきた。

診療実績として、診療スタッフの充実に伴い、年々患者数は増加し、昨年度は9,052名に達した。障害の状況に

応じて、適切な行動調整法を選択し、障害者に対して専門性の高い診療を行っている。当センター歯科の治療の

方向性として、笑気鎮静、静脈内麻酔や全身麻酔下での歯科治療が必要な困難症例を対象とした診療を実施する

方が望ましいと考える。年々増加する患者に対応し、質の高い診療を提供するために、診療スタッフの拡充、診

療環境のさらなる充実が必須である。また開業歯科医への障害者歯科診療の研修・指導も我々の責務である。 

 

 

１.  はじめに 

かがわ総合リハビリテーションセンター歯科は、

身体障害者医療センター内の整形外科、内科、小児

科、眼科、耳鼻咽喉科の５診療科と同時に1986年4

月1日に開設された。香川県のおける障害者歯科専

門医療機関として診療を行っており、開設時より、

一般の歯科医療機関で診療を受けることが困難な障

害（児）者に対して、歯科診療・口腔保健の支援を

行っている。治療だけでなく、う歯や歯周疾患の予

防にも力を入れており、定期的な口腔ケアや口腔衛

生管理に重点をおいている。また咀嚼、嚥下機能訓

練も実施している。 

 かがわ総合リハビリテーションセンター歯科の沿

革、診療内容、対象患者、今後の障害者歯科専門治

療施設としてのあり方、方向性について述べる。 

 

２. 歯科の沿革・治療体制 

開設から 2010 年まで、香川医科大学医学部歯科

口腔外科（現香川大学医学部）からの歯科医師派遣

による非常勤体制で診療を行ってきた。1986年の開

設から1年間は週2回午後の診療であったが、翌年

より週4回診療、3年目から週5日午後診療になり、

2002年からは午前3日午後5日に、2006年から午

前午後とも週5日間の診療体制となった。スタッフ

は、開設時は常勤歯科衛生士1名であったが、1991

年より、非常勤衛生士が1名追加になった。非常勤

歯科医師は、4 名で、香川大学歯・顎・口腔外科学

より 2名、岡山大学歯科麻酔科より 1名派遣され、

さらに歯科矯正専門医1名も非常勤体制に加わって

いる。2005 年にはさらに 1 名非常勤歯科衛生士が

追加され、2006 年から常勤歯科衛生士が 2 名、非

常勤 1名の 3名体制となった。2008年から歯科衛

生士 4名、2013年に 5名、2014年に 6名、2015

年には 7 名の歯科衛生士が勤務するようになった。

歯科医師は、2011年4月に1名常勤、2013年4月

から2名常勤体制となった。 

診療内容では、歯科治療が困難である不適応行動

に対して、開設当初は、基本的に不安軽減法や行動

形成法によるいわゆる行動調整法を中心に、レスト

レーナーを併用しながら治療を行ってきた。1990

年から、香川県立中央病院に麻酔科医師の派遣を依

頼し、歯科外来での全身麻酔下外来歯科治療を開始

した。開設 7年間で 21症例の全身麻酔下歯科治療



を行った 1)。2011年より岡山大学歯科麻酔科に歯科

麻酔専門医の定期派遣を依頼するようになり、外来

での静脈鎮静または気管内挿管による全身麻酔下

（図 1）での歯科治療の症例が増加している。昨年

度の笑気吸入鎮静下処置が220例、静脈鎮静下処置

が23例、全身麻酔下処置症例が21例である。 

 

図1 外来での全身麻酔下(経鼻挿管）歯科治療 

 

 

 

 

 

 

 

 

３. 患者背景 

当科における5年間の初診患者の主障害を年齢 

別に（図2）に示した。年齢別では、10歳未満の小 

児では、自閉症、発達障害、ＣＰの割合が高く、50

歳～70歳では、脳血管障害後遺症、外傷後後遺症を

主障害として持たれている方の割合が高い。合併症

の調査では(図3)、ＣＰを主障害とする患児では、中

枢神経系疾患、感覚器系疾患、骨、筋系の疾患を有

する割合が高く、高齢者での脳血管障害の方では、

循環器系疾患を合併する場合が多かった。主障害以

外にも多くの合併症を有することが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 各年齢での主障害（平成17年度から平成22年度5年間での初診患者の分析） 

 



 

 

 

４. 診療実績 

 病院を母体とした障害者歯科専門施設としては、

当センター歯科は香川県では唯一の機関であり、開

設時から順調に患者数を伸ばしてきた(図4)。実診療

時間が増え、スタッフ増員されたこともあり、開設

から7年後には3,290人(延べ患者数)に増加した 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県における障害者の歯科治療への要求は高く、

以降、当歯科センターのスタッフの拡充に従い、患

者数は年々増加した。直近の6年間の患者数を（図

5）に示す。診療設備および医療スタッフの拡充に

伴い、患者総数は毎年増加し、昨年度は9,052人に

達した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 合併症（平成17年度から平成22年度5年間での初診患者の分析） 

 

図4 開設から7年間の患者数の推移 

 



 

 

５. 障害者歯科の今後のあり方 

笠原ら 2)は、福祉行政の立場から重度障害者に認

定されている者であっても、その全員に歯科的ハン

ディキャップがあるとは限らない。例えば、右手を

すべて上腕から喪失している人でも、歯科診療を受

けるのはほとんど問題がないが、小児自閉症や情緒

障害といわれる人たちは、日常の生活では自立して

いることで、「障害者」の統計に含まれないことも多

いが、歯科治療は最も困難である。つまり何らかの

事情で、適切な歯科治療を受けることができないか

あるいは治療に困難が伴うような人が、その人が「歯

科医療の立場からみた障害者「Handicapped in the 

dental care=歯科医療に不自由している人」と呼ば

れるべきであると述べている。単に社会的あるいは

福祉行政的にみた心身障害者の範疇だけでなく実際

に歯科治療を受ける側または行う側からの問題を含

んだ分類が厳密な意味での障害者歯科の対象者であ

る。従って、実際の障害者歯科の対象の患者数を把

握することは困難だが、障害者歯科専門医療機関で

の治療が適切な患者数はかなり多いと思われる。そ

のため、当センターでは、診療日数、スタッフが増

えれば、患者数も比例して増加したものと推測して

いる。つまり現時点では、当センター歯科で受け入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れられる許容人数が、治療実人数を規定していると

考えている。 

障害(児)者にとって歯科治療を受けることは、健

常者に比べて困難を伴うことが多い。特に歯科治療

は、口の中の処置が主体であり、開口の保持と静止

が要求される。不快感や軽度の疼痛を伴う。処置内

容によるが、短い処置でも15-20分、臼歯の歯内療

法では、40-50分以上の開口の保持が必要とされる。

患者が、歯科治療を理解し、意思疎通が図れる場合

は、多少の体動や開口保持困難があっても治療は可

能であるが、歯科治療自体理解することができず、

拒否している場合の歯科治療は極めて困難である。

知的障害がある人や小児では、理解能力、新しい事

象への適応能力が未発達なため歯科診療で泣き暴れ

るなど不適応行動を表出し歯科治療の妨げになる。 

その対応方法として、「行動調整 behavior 

management」が用いられる 3)。基本的には、意識

下の治療法をサポートする方法で、その概略を（図

6）に示す。不安軽減法、行動形成法など、時間を

かけてコミュニケーションを図りつつ、リラクセー

ション、オペラント条件づけなどを実施することで

ある程度の対応は可能である。さらに精神鎮静法を

加えることでより、歯科治療が可能になる症例も多

図5 最近6年間の患者数の推移 

 



くなる。笑気吸入鎮静法や前投薬による経口投与鎮

静法、静脈内鎮静法など薬理学的アプローチで、よ

り患者に歯科治療の際の精神的肉体的ストレスを軽 

 

 

 

 

行動調整の概念の理解は容易で、確かに効果的な

方法であると考える。不安軽減法や行動形成などの

行動療法、体動コントロールのための抑制帯、レス

トレーナー使用などいわゆる身体抑制法までは、県

内障害者対応歯科医療機関でも行われている。しか

しながら、すべての段階の行動調整法の運用は、一

般歯科医院等では困難で、実際、香川県内の総合病

院、歯科診療施設で、全身麻酔下で保存治療・歯内

治療を含むすべての歯科治療を実施している医療機

関はほとんどない。確かに、静脈鎮静や全身麻酔は、

術前の検査・評価も必要で、いろいろ合併症を有す

る障害(児)者の場合、安全な施行のためには十分な

術前評価と他科との連携も必須である。過去、香川

県健康福祉政策で、香川県障害者（児)歯科医療体制

検討委員会で県内の病院歯科診療施設での障害者歯

科治療体制に関する調査を実施した 4)。総合病院歯

科における障害(児)者の治療受け入れの可否の項目

では、ほぼすべての病院で、受入可能で、その旨を

院内外に標榜していた。しかしながら、実施可能な

歯科治療内容の詳細は、全身麻酔は、手術室でない 

減させることが可能となる。長時間の歯科治療や口

腔外科的処置では、気管内挿管による全身麻酔下で

の治療が行われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

と施行ができないので、治療は、抜歯だけ可能との

ことであった。歯科医療は、歯を健全な状態で保ち、

咀嚼等に使えるようにすることが目標であり、抜歯

しか受けられないことは不幸なことである。現実的

に、歯科診療室内で、全身麻酔を実施することは、

設備的に容易ではなく、逆に手術室では、歯科治療

に必要なエアータービンやエンジンドリルなどが使

えないなど、手術室において全身麻酔下で、一般外

来で施行している歯科治療の実施は難しい。また歯

の保存治療は一回の処置で完了することも少なく、

数回の治療が必要である。以上のような理由で全身

麻酔下の歯科治療を実施している病院歯科は県内に

はほとんどない。 

全国的には、歯学部附属病院の特殊歯科診療施設、

障害者歯科口腔保健センター等が全身麻酔下での歯

科治療を実施しているが、それ以外の医療機関では、

全身麻酔下歯科治療を実施している施設は極めて少

ない。中四国で、日本障害者歯科学会認定医が常勤

し、全身麻酔下歯科治療を実施している歯学部附属

病院以外の施設は、岡山市に一施設(岡山協立病院歯

図6  障害者歯科における行動調整法 



科)あるだけで、それ以外は当センターと香川大学医

学部附属病院だけである。近年では、短時間でも障

害者に負担を強いる物理的抑制は可及的に避けた方

が望ましいとされるようになってきた 5)。適切な行

動調整法、（図6）で示されているように、薬物的ア

プローチを効果的に実施し、薬物的鎮静法、全身麻

酔を症例、状態に応じて適用し、治療を受ける患者

の抑制下での精神的負担、肉体的負担を軽減する努

力が望まれている。 

従って、今後の当センター歯科の治療の方向性と

して、行動調整で実施可能な患者は、香川県内の歯

科医院や病院歯科で治療を受けていただき、静脈内

鎮静や全身麻酔下での歯科治療が必要とされる症例

を中心に当科で診療を行うことが望ましいと考えて

いる。年々増加する患者に対応し、歯科治療困難症

例を中心に、より社会的ニーズに対応できる診療を

実施するためには、歯科麻酔医の常勤化も含めた診

療スタッフの拡充、診療環境のさらなる充実が必須

であると考える。また当センター歯科は、日本障害

者歯科学会認定臨床経験施設であり、研修開業歯科

医への障害者歯科診療の研修・指導もまた我々の責

務であると考えている。 

 

６. 結語 

 かがわ総合リハビリテーションセンター歯科の沿

革、診療内容、対象患者、今後の障害者歯科専門治

療施設としてのあり方、方向性について述べた。今

後、より社会的ニーズに対応できる診療を実施する

ためには診療スタッフの拡充、診療環境の充実が必

要であると考えられた。 
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